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事業内容

１　出資等の状況（H28.4.1現在） （単位：千円）
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3,000 13.0% 2
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２　社員（会員）の状況(社団法人のみ）（H28.4.1現在）

社員数

県

市町村

国又は政府系機関

民間法人

その他

団体名 公益財団法人　千葉県教育振興財団 県所管課
教育庁
教育振興部生涯学習課

千葉県

資本金（又は出捐金）

理事長　平林　秀介

０４３－４２２－８８１１

昭和49年11月1日

http://www.echiba.org/

四街道市鹿渡８０９－２

(1)社会教育の推進　　(2)学校教育の支援
(3)スポーツの振興
(4)文化財の調査研究と遺跡等発掘調査の受託事業
(5)千葉県から受託する事業及び施設の管理運営
(6)前各号に係る労働者派遣事業
(7)その他この法人の目的を達成するために必要な事業

財団自己資本

出資（出捐）者

公社等外郭団体に関する情報公開

社員総数

区　　　　　　分

内
訳

地方公共
団体

043－223－4068

主な者



３　財務状況　

(１)貸借対照表から
（単位：千円）

項　　　目 ２５年度 ２６年度 ２７年度

総資産 2,082,707 2,249,566 2,211,305

負　債 236,791 282,795 219,112

(うち有利子負債） 0 0 0

純資産 1,845,916 1,966,771 1,992,193

累 積 損 益（利益剰余金） 609,917 726,155 743,506

（２）損益計算書から （単位：千円）

項　　　目 ２５年度 ２６年度 ２７年度

総 収 入　　（＝売上高＋営業外収益＋特別利益） 1,709,508 1,828,202 1,577,007

経 常 損 益 41,938 116,238 18,066

当 期 損 益 41,938 116,238 17,350

減価償却前当期損益　　　　 54,126 126,040 29,621

４　年度末借入金残高等の状況 （単位：千円）

　　　項　　　目 ２５年度 ２６年度 ２７年度

借 入 金 残 高　　　　　     

うち県からの借入金残高

うち県以外からの借入金残高

〈貸借対照表〉　純資産⇒正味財産合計

　　　　　　　　　　利益剰余金⇒一般正味財産

〈損益計算書〉　損益計算書⇒正味財産増減計算書

　　　　　　　　　　総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）⇒総収入（＝経常収益＋経常外収益

　　　　　　　　　　＋当期指定正味財産増加額）

　　　経常損益⇒当期経常増減額

　　　当期損益⇒当期一般正味財産増減額

うち県の債務保証又は損失補
償の対象となる借入金残高

※一般社団・財団法人及び公益社団・財団法人（特例法人（従来の公益法人）含む。）については、
次のとおり公益法人会計基準に読み替える。

※累積損益（利益剰余金）については、基本金又は基本財産に相当するものを除いたものとなる。



５　県の財政支出の状況

（１）委託料・補助金等 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２５年度 ２６年度 ２７年度

委託料   　　
房総のむら、鴨川青年の家の指定
管理委託及び労働者派遣業務受託 582,389 803,556 729,178

補助金･交付金・
負担金

教育、スポーツ及び文化の振興を図
るための事務に要する経費 7,097 7,000 5,000

合　　　計 589,486 810,556 734,178

（２）その他 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２５年度 ２６年度 ２７年度

利子補給

税の減免額

出資金

貸付金

上記以外のもの

合　　　計 0 0 0

（３）委託料のうち再委託に関するもの （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２５年度 ２６年度 ２７年度

委託料のうち再委
託したもの

指定管理受託施設の警備・清掃等
施設管理業務及び労働者派遣業務
委託に係る運行管理業務

107,757 139,997 128,990

再委託のうち入札
によるもの

公益財団法人千葉県教育振興財団
財務規程に基づく、一般競争入札・
指名競争入札による契約

80,575 110,408 100,030

再委託のうち随意
契約によるもの

公益財団法人千葉県教育振興財団
財務規程第38条第1項の規定による
予定価格が100万円を超えない契約
業務

27,182 29,589 28,960



６　役職員の状況

（１）役職員数（各年度７月１日現在） （単位：人）

２６年度 ２７年度 ２８年度

常勤役員数   2 2 2

うち県退職者 1 1 1

うち県派遣職員 1 1 1

常勤職員数  56 51 48

うち県退職者 22 18 16

うち県派遣職員 21 19 17

（２）役職員の平均年収等の状況

２６年度 ２７年度 ２８年度

役員数（県派遣又は県ＯＢ） 　　　 ２人（２人） 　　２人（２人） 　　　２人（２人）

役員平均年齢 ６０．５歳 ５９．５歳 ５９．５歳

平均年収(千円） ８，３５１千円 ８，０６７千円 ８，１４８千円

職員数（県派遣又は県ＯＢ） 　　　５６人（４３人）　　５１人（３７人） 　　４８人（３３人）

職員平均年齢 ５６．８歳 ５５．６歳 ５５．６歳

平均年収(千円） ５，９８３千円 ５，９３８千円 ６，１１０千円

　①　対象は常勤の役職員です。（嘱託職員、日々雇用職員は除く。)
　②　役職員数は実人員を記入してください。
　③　平均年収は、役員報酬や給料等総人件費を実人員で除して算出すること。

※実人員の考え方
　・4月に役員が4人いて、年度途中で2人交替し、年度末に4人であった場合の実人員は4人

項　　　目

項　　　目

　・4月に役員が4人いて、年度途中で2人交替し、年度末に4人であった場合の実人員は4人
　・4月に役員が5人いて、10月から1人減り、年度末に4人であった場合の実人員は4.5人
※平成２８年度の平均年収については推計となる。

７　改革方針の取組状況

改革方針（区分）

改革方針（概要）

取組状況

その他（特記事項
等）

縮小

・教育・スポーツ事業等については、事業の必要性を再検討するとともに運営の効
率化を図り、更なる県民ニーズにあった事業とするための見直しを図る。
・大規模公共事業の減少により業務量の減少が見込まれることから、財団の発掘
調査の実施体制について見直しを図る。

財団の埋蔵文化財発掘調査に係る一般調査受託事業については、現下では民間
調査組織に受け皿となり得る体制を有した組織が未成熟なため当財団が実施して
いるところであるが、民間調査組織への委託が可能な作業（遺構測量業務、整理
作業における実測業務の一部）については委託し、職員数の縮減を図っている。
また、財団の自主事業については、共催・利用者サービス事業（博物館等との共催
プログラム、食堂・売店事業）や学校教育支援事業に係る教育情報誌（「千葉教
育」）の頒布事業を必要性を再検討の上、廃止し業務量を縮減した。

＊平成24年3月に千葉県行政改革推進本部で決定した改革方針とその取組状況を記載してください。



【参考】平成28年4
月決定の改革方
針（区分）

（概要）

縮小

・経営計画に基づき、自立的かつ安定的な経営に向けて、収益事業の実施等によ
り自主財源の確保を図るとともに、将来の需要予測を見据えた財団運営の効率化
を一層進める。
・事業規模に見合った組織体制への転換を図りつつ、県派遣職員については、従
事する業務とその必要性について検討の上、計画的に見直す。


